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抄録：本研究は、全ての子どもの保育料が無償化された場合の子どもの保育施設入所時期の選択とその理由について、現在
保育施設利用中の保護者309名を対象に調査し、保育料無償化に対する保護者の意識を3地域で比較検討したものである。
首都圏にある人口20万人以上の都市のうち、待機児童の多い1地域と待機児童数ゼロの2地域を抽出して実施した。その
結果、3地域のうちの2地域においては、1歳までは自分で育て、1歳から保育施設に預けたいという保護者の割合が多く、
非正規雇用の多い地域では、早く預けて働きたいという保護者が多いことが明らかになった。 保育施設入所時期の選択と、
現在の就業形態や育児休業制度の利用状況、扶養児数の多寡、世帯収入との因果関係が看取でき、全国一律の保育料無償化
制度では、政府が望む経済発展の促進には直結しないことが示唆された。今後の課題として、個別インタビューの実施や、
調査人数や地域の拡大、海外における無償化先進国との対比など、保育料無償化への方策を具体的に検討していきたいと考
えている。 
（別刷請求先：関　容子）
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緒言
政府は、子育てと仕事の両立や、子育てや教育にかかる
費用の負担を軽減し、少子化問題に歯止めをかけるため、
保育の受け皿の拡大を図りつつ、幼児教育の無償化をはじ
めとする負担軽減措置を講じることを決定した。2017年
12月8日に、「新しい経済政策パッケージ」（内閣府 , 2017）
が、2018年6月15日には、「経済財政運営と改革の基本方針
2018」（内閣府 , 2018）が閣議決定され、2019年10月1日か
らの消費税率引き上げに合わせ、幼稚園、保育所、認定こど
も園等を利用する3歳から5歳までの全ての子どもたちの
利用料の無償化が実施されようとしている。
0歳から2歳についても、当面は住民税非課税世帯を対象
に無償化が実施されることになっており、更なる支援につ
いても検討がすすめられている。石黒（2011）は、S.J.ボール
のブルデュー理論のさらなる展開について触れ、「国家レベ
ルの政策は、保育・教育選択の実際的な選択肢を用意する。
教育・保育選択とは、これらの選択肢と父母の育児意識が
出会う場面であり、したがって、『選択』とは、まさに、マク
ロな政策動向と、行為者によるミクロな実践が接合する
契機である」としている。2016年、2017年に関が実施した
保護者へのインタビューによる保育施設選択の質的調査の
結果、保育施設選択時に保護者は自身のライフコースや
子育て観を自覚することが明らかになった（関 , 2018a；
2018b）。
しかしながら、子育ての当事者である保護者への保育料
無償化を想定した予備調査はいまのところ行われていな
い。国外にその視野を広げても、保育無償化先進国とされ
るカナダやイギリス、フランス、フィンランドの事例を扱っ
た調査研究において、保護者を対象とした無償化に関する
事前調査が実施された有無は言及されていない（国立教育
政策研究所 , 2015； 椨 , 2017）。
こうした経緯から、保育無償化によって、フランスでは、
「経済、社会、文化的格差を是正する」必要性がうまれ、韓国
では、保護者の満足度の高さなどが政策評価研究などを通
して明らかになっている。一方で、「地域や園の属性による
教育費負担の格差があることなどの課題」も指摘されてい
る（国立教育研究所 , 2015）。
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日本においては、鈴木（2016）によって、子育てという営
みが内包する「楽しさ」は、個人的要因に加え、居住地域に
よって効果をもつ要因に違いがあることが明らかにされて
いる。すなわち、保育施設入所時期の選択肢が保護者に
とって大幅に増えることを意味する保育料無償化の問題
は、地域性を加味し、当事者である保護者に対して個別に
検討することが喫緊の課題といえよう。
以上の問題関心のもと、保育施設選択時における保護者
の子育て観の形成との関連から、本研究では、0歳から2歳
を含めたすべての子どもの保育料が無償化された場合を
仮定して、入所時期の選択とその理由を調査することに
より、保護者の子育て観のあり方を検討することを目的と
する。
その際、世帯収入や就業状況に地域差がある現況に鑑み
て、後述する異なる3地域において質問調査を実施し、保護
者の子育て観に関する各地域の特性を具体的に明らかに
する。
方法
【対象者】　認定こども園、保育所（首都圏にある人口20
万人以上の都市のうち、待機児童の多い1地域と待機児童
数ゼロの2地域から5園を抽出。）を利用する保護者680名
とした。
【手続き】2018年7月。各保育施設の施設長に調査の説
明をし、同意を得た上で保護者に質問紙を配布し回答して
もらった。回答は無記名とし、同意書と質問紙を別々の
封筒で回収した。回答者は309名（回収率45%、地域A：
117名、地域B：106名、地域C：86名）であった。なお、
回答者の内訳は、地域Aが母親116名、父親1名、地域Bは
母親103名、父親3名、地域Cは母親が85名、父親は1名の
回答であった。
【質問内容】対象者の属性の他、第1子、第2子入所時期
及び無償化になったらいつから入所させたいかを「産休明
け」「6ヶ月未満」「6ヶ月以上1歳未満」「2歳」「3歳」「4歳」の
いずれかから選んでもらった。また、無償化になったらい
つから入所させたいか、の質問に対しては、自由記述で理由
を書く欄を設けた。 
【分析方法】結果は全てデータ化し、地域別に比較した。
統計分析は、IBMのSPSS Ver.25を使用した。
なお、本研究調査は、東京福祉大学・大学院の研究倫理
審査を経た上で倫理規定に則って行なった（承認番号；2018-
03）。
結果と考察
【3地域の比較について】
子育て家庭における母親の就労状況や、両親の学歴、
世帯収入などの差は、地域による違いが大きく、また，子育
てに関する意識の違いにも地域差があることがすでに報告
されている（ベネッセ教育総合研究所 , 2008； 鈴木 , 2016）。
そこで、我々は、無償化に伴う質問調査を以下の首都圏の
3地域で行ない、その意識の違いを比較検討した。
地域A：継続的な人口増加が見られる地域で、在住外国
人の人口比率が高い（国勢調査 , 2017）。回答者の就業形態
は非常勤職員の割合が高い（表1）。
地域B：都市部へのアクセスがよい地域で、保育施設数
が多く、入所希望施設に入所しやすい。回答者の就業形態
は専業主婦の割合が他の地域よりも高い（表1）。
地域C：都市的地域で、回答者は正規職員の割合が高く、
育休が取りやすい環境にある（表1）。保育施設入所を待つ
待機児童が多く、希望施設入所が困難である（厚生労働省 , 
2018）。
なお、調査対象者の家庭の子どもの人数を比較したとこ
ろ、図1に示したような違いが見られた。地域Aは子ども
が3人以上いる世帯が26%で、他の2地域（地域B：12%、
地域C：7%）に比べて多いことがわかった。地域Bは、子ど
もが2人いる世帯が57%で、3地域（地域A：43%、地域C：
36%）のなかで最も多く、地域Cは、1人っ子が57%と多く、
2人の世帯36%と合わせると、全体の93%で子どもが2人
以下という地域であった。
表1．回答者の就業形態と世帯年収（地域別）
＊数値は全て、各地域内の割合（%） 
＊地域の特徴を示す数値を太字で示した。
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【第1子入所時期】
図2は、第1子をいつから保育施設に入所させたかを尋
ねた地域別の結果である。地域Aと地域Bは、似たような
分布になっているが、地域Cでは、預ける年齢が全体的に他
の2つの地域より早いという傾向が見られる。特に、6ヶ月
未満で預けたという割合が、地域Cでは21%で、地域Aの
10%、地域Bの12%、と比較すると、約2倍の割合であった。
また、1歳未満で預けた割合については、地域Aが最も少な
く、最も割合が多かったのは地域Cで半数以上であった
（地域A：32%、地域B：39%、地域C：56%）。
一方、地域Aでは、4歳になってから預けたという世帯も
7%程度いるが、これは、他の地域には見られない傾向で
あった。林川（2016）は、未就学児をもつ母親が経済的支援
を求めるようになるメカニズムを明らかにすることを目的
に、「子ども・子育てに関するアンケート」の調査データを
用いて分析している。その結果、0～2歳児をもつ母親が
保育サービス需要の未充足分（保育サービスを必要なだけ
利用できていない」という状態）に対して有意な効果をもつ
ものは、正規雇用、子どもの人数、利用サービス形態である
としながらも、世帯ごとの属性や保育環境の違いが、経済的
援助への要望と関連していることを明らかにしている。
本研究においては、地域Cは正規雇用の割合が高く、1人っ
子が多い。また、地域Aは子どもの人数が多く、非常勤職員
の割合が高いことから、林川（2016）が示す有意な要因が地
域で分かれている。林川（2016）は、課題として、地域の特
性に関する変数を組み込んだ分析ができていなかったこと
を挙げているが、経済的支援に対する要望や、保育供給構造
にも絡む、保護者のライフコース選択は、各地域による違い
が大きいと思われる。
【無償化されたらいつから保育施設に入れたいか】
図3は、0歳から2歳についても無償化が実施された場合、
子どもをいつから保育施設に入れたいかについての回答を
地域別に示したものである。
その結果、産休明けに入所希望の世帯は、3地域とも、ほぼ
同じ割合であることがわかった（地域A：14%、地域B：11%、
地域C：12%）。これらの数値は、全ての地域で第1子入所
時期より増えている。
しかし、1歳未満で保育施設に入れたいとする世帯の割
合は、地域Aにおいては、32%から39%と第1子入所時期
より増加するが、地域B、地域Cでは、保育料が無償化され
た場合の希望は、実際に第1子を1歳未満で入所させた世帯
の割合より減っている（地域B：39%→ 31%、地域C：
56%→52%）。したがって、無償化された場合は、1歳まで
図1． 1世帯の子どもの人数
図2． 第1子入所時期
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は自分で育て、1歳のお誕生を迎えてから保育所に預けた
い、という世帯の割合が地域B、地域Cにおいては、第1子
入所時期より増加するという興味深い結果が明らかになっ
た（無償化になったら1歳以降に預けたいとする割合の変
化、第1子入所時期との比較、地域A：7%減、地域B：8%増、
地域C：4%増）。この結果は、他の2地域に比べて年収の低
い地域Aでは、保育料無償化ならば、早くから預けて働きた
いという保護者の意識の表れであり、比較的世帯年収の高
い地域B、Cでは、保育料を支払うという負担がなくなった
ことで、「どう育てたいか」、「いつまで自分の手元で育てた
いか」と考えるゆとりと「選択」の意識が働いたものと思わ
れる。本調査の対象者は、現在子育て中の保護者であるた
め、次に子どもが生まれて保育料が無償化になったら、今よ
りももっと長く子どもと一緒にいたいという意識が働いた
とも考えられる。
冬木（2016）は、保育所の利用に関する選択とその関連要
因を明らかにする中で、「子どもが3歳くらいまでは、母親
は仕事をもたずに育児に専念したほうがよい」と考える
保護者層においては、保育所を利用するか否かの選択に
「3歳児神話」の影響が出ることを示唆している。厚生白書
（1998）では、「3歳児神話（子どもは3歳までは、常時家庭に
おいて母親の手で育てないと、子どものその後の成長に
悪影響を及ぼす）には、少なくとも合理的な根拠は認められ
ない」と否定された。本研究の地域B、地域Cの回答者から
は、保育料が無償化された場合、3歳とまではいわないが、
1歳くらいまでは、子どもと一緒にすごしたいという願いが
あることが示された。
一方、2歳未満で入所を希望する世帯の割合は、3地域と
も80%前後と、地域差が認められないという、興味深い結
果であった。したがって、0歳から2歳についても無償化が
実施された場合、0歳での入所が若干減る地域があっても、
これまで通り低年齢から入所を希望する人数は変わらない
ことが予想される。反対に、2歳未満全体を視野に入れて考
えると、入所希望は地域にかかわらず全体の80%程度にな
り、地域Aのように、保護者（主に母親）の職業形態が非常
勤職員で世帯年収の低い地域では、0歳、1歳からの入所希
望が現在よりも増加することが予測できる。
堤（2014）の分析によれば、母子家庭の場合、そうでない
家庭にくらべ、0歳から3歳の早い時期から保育所を利用す
ることが明らかにされている。今回、2歳未満で入所を希望
する世帯のうち、母子家庭の割合については集計していな
い。今後、母子家庭、父子家庭の割合なども加味して検討す
る必要がある。
なお、地域Aの第1子入所時期においては、他地域では見
られない4歳からという回答が7%あったが、無償化された
場合は、4歳からという希望はなくなる。金原（2011）が指
摘しているように、現在は、保護者の収入や就労形態といっ
た属性によって、就学前児童施設利用が妨げられている
可能性がある。世帯年収が低く外国人労働者の多い地域A
においては、収入や就労形態に拘らず、質の良い幼児教育の
提供の意義を検討する必要があると思われる。
【無償化されたらいつから保育施設に入れたいかの主な理由】
表2は、無償化されたらいつから保育施設に入れたいか
に関しての理由の自由記述から、回答の多かったものであ
る。地域Aでは、117名中、48名の自由記述があり、そのうち、
25名が「職場復帰。仕事のため」、「保育料が無償化なら、
早く働いて家計を助けたいから」、「子育てにお金がかかり、
働かなくてはならないから」といった経済的理由を挙げて
いる。これは、入所理由の52%を占めている。地域Bにお
いては、106名中、64名の自由記述があり、17名が「職場復
帰」、「仕事のため、家計を助けたい」などの経済的理由を挙
げ、これは、入所理由の28%にあたる。また、地域Cでは、
86名中、37名の自由記述があり、8名が「仕事復帰のため」、
「早く仕事に戻りたい、社会復帰し、働きたい」、「収入が少な
いから働きたい」といった経済的理由を挙げており、これは
図3． 無償化ならいつから入れたいか
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表2．無償化になった場合、子どもを保育所に預けたいと思う月齢・年齢の主な理由（地域別）
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22%を占める。地域Aは他の地域よりも経済的理由を入所
理由として挙げる人の割合が多く、特に他の地域よりも産
休明けから、という月齢が小さい場合で多く認められた。
一方、「できるだけ長く子どもと一緒にいたい」、「自分でみ
たい」、「成長をみたい」、「ちいさいうちはなるべく自分で育
てたい」といった、ある一定の年齢までは自分で育てたいと
する理由も、3地域に亘って一定数見られ、特に地域Cの割
合が多かった。（地域A：48名中8名17%、地域B：64名中
23名36%、地域C：37名中14名38%）
橋本・宮川（2008）は、女性の労働力率を上げるには、
大都市圏の女性の就業がカギを握ることを明らかにしてい
る。さらに3歳児神話の根強さや、祖父母からの支援が
得られず、家事・育児に疲弊していること、保育サービス
（保育所）の不十分さのために、働いていない人が大都市圏
には多い、と指摘している。今回の調査で、さらに、地域差
が見られた理由が自分のための時間が欲しいという理由で
ある。地域Cで見られた「自分の時間がほしいから」という
入所理由は、地域A、Bには見られなかった。
反対に、「親とずっと一緒にいるより、子ども同士で遊ば
せたい」、「社会性を身に付けさせたい」といった、集団生活
に入れることを考えてという理由は、地域A、Bのみに見ら
れ、地域Cには見られなかったことも興味深い結果であっ
た。地域Cは、3地域のなかで最も人口数が高く、保育所入
所を希望する待機児童がいる地域である。これらの背景に
は、育休制度の取得や労働形態といった就労条件に派生す
る経済的な問題が相関していることが予測される。保護者
はこうしたことに起因する経済的な問題が解消されるので
あれば、なるべく子どもとの時間が取れる方向に積極的で
あることが共通事項として看取できる。
前出の橋本・宮川（2008）は、さらに、「大都市圏では地
方圏よりもサービス産業における雇用割合が高い傾向があ
り、サービス産業は、他産業と比べてパート・アルバイト比
率が高い。」とも述べている。しかし、本研究において地域
Cは、大都市圏にありながらも3地域のなかで正規職員の
比率が最も高く、非常勤職員の比率が最も低くなっている。
これは、本研究が現在保育施設を利用している保護者を対
象としたものであることが関係しているものと思われる。
これらの知見を踏まえると、本研究で対象とした保護者
以外、すなわち保育施設を現在利用していない保護者の
存在も忘れてはならない。橋本・宮川（2008）による検討
結果と本研究の3地域の結果をふまえ、今後は、対象者を
増やしたり、個別インタビューを実施するなど、保護者の
ライフコース選択に関してより詳細な検証をすすめていき
たい。
結論
保育料が無償化されることで、産休明けから保育施設に
入れたいと考える保護者が、ある地域によっては増える一
方、1歳までは一緒にすごしたいと考える保護者が3地域に
亘って一定数いることが明らかになった。無償化される分、
できるだけお金を稼ぎたい、と産休明けから預けたいと望
む人がいる一方、早く預けて働くのではなく、確実に保育施
設に入所できるなら、子どもが幼いうちは、子どもと一緒に
いたい、と望む声が地域B，地域Cにおいては35%を超えた。
保護者は、これまでの働き方を続けながら、希望する
保育施設へそれぞれが希望する入所時期に子どもを預ける
ことを望んでいる。育児介護休業法が改正され、保育所に
入れない場合の育児休業期間の延長が最長2歳まで延長さ
れたが、育児休業を確保できる働き方かどうか、という問題
もある。
本研究では、調査結果に地域特性の違いがみられた。
都市部居住者と地方居住者では、職業形態や育児休業制度
の利用の有無、子どもの人数、世帯収入の差による影響が考
えられる。
さらに、就労形態の面から考察すると、非常勤職員の割
合の多い地域では、正規職員として働くことを望みつつ、
「ちいさいうちは、なるべく自分で育てたい」といった、
子どもとすごす時間も欲している。その一方で、「子育てに
お金がかかる、将来のために貯蓄をしたい」という、今後の
子どもの教育費を蓄えたいという経済条件の改善欲求と
育児時間の増加との相関が強く示された。しかしながら、
非正規雇用の多い地域は、正規職員になることを望みなが
ら、希望に叶う職場がないという、雇用と就労意欲とのミス
マッチの問題があり、どの地域も一律に無償化によって経
済が発展するという構想は非現実的であるといえる。
施（2016）は、日本国内における出生数の地域格差と子育
て環境との関連を明らかにするなかで、母親がパートタイ
ム勤務の場合、専業主婦よりも子どもの数が多く、専業主婦
はフルタイム勤務の母親よりも子どもの数が多いことを明
らかにしている。また、保育利用している人、公的ニーズが
低い人、年収が低い人ほど、子どもの数が多いことも示して
いる。地域Aの場合、多くの回答者がこれに該当するが、
公的ニーズが低いとは考えにくい。
一方、鎌田・岩澤（2009）は、居住地域による出生率の違
いについて、女性の就業率や保育所数などの居住地域要因
に着目して検討している。その結果。全国を一律に扱うこ
とのできない地域的な特色があることを明らかにした。
子どもを生み育てることのような歴史的、文化的側面と
大いに関わる行動を扱う際には、行政区分や慣例に基づく
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地域ブロックが、様々な現象の地域性の境界として常に
適切とは限らず、グローバルモデルが、局地的に当てはまら
ないことが少なくないと指摘する。
子育て観の形成の視点からは、子どもを保育施設へ預け
るよりも、小さいうちは自分で育てたいという矛盾した状
況にある保護者の存在も認められた。各々の保護者が自己
形成の過程で内面化してきた「母性神話」「3歳児神話」か
ら解放され、規範としての「よき母親像」から脱却して
「楽しい子育て」を実感できる機会としての保育料無償化の
実現は、個別的、地域的に子育ての当事者である保護者の
主体的な選択を事前に把握することが不可欠である。
都市部においても、地方都市においても核家族化のなか
で、子育ては困難なものとなっている。働く母親、共働き家
庭の子育てについては、まず育児休業の完全実施や職場で
の諸権利の十全な保障に加え、病児保育や保育料の完全無
償化などの制度上の課題が山積している。
保護者自身が、一人の人間として、どのように生きてい
きたいのかを客観的に見つめるためには、物理的、精神的余
裕が生じて初めて可能となる。保育料無償化の実現が多く
の保護者にとって、子育てを「楽しい」ととらえ、自分の
ライフコースの選択での主軸となるよう有形無形に支援す
るものとなって欲しい。
今後の課題として、個別インタビューの実施や、さらな
る調査人数や地域の拡大、海外における無償化先進国との
対比など、保育料無償化への方策を具体的に検討していき
たいと考えている。さらに、保育所の入所を望む保護者が
いる一方で、乳幼児のうちは子どもと一緒にいたいと望み
つつ、仕事や社会ともつながっていたいと考える保護者の
要望に応える施策も、無償化と同様に進展されることが望
ましいと考える。
本研究が進展すれば、いたずらに待機児童の問題を処理
するための保育所を増設する必要性がない地域が具体的に
明らかとなるばかりか、潜在的な女性の労働力を活性化さ
せる新たな保育施設の提言も可能となろう。また、当事者
からの無償化を評価する仕組みの構築に向けても寄与して
いくものと考える。
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Parents’ Perception of Child Care Education with No Charge 
― A Comparative Study of 3 Areas Regarding when to Enroll ―
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Abstract : Purpose of this study is a comparative investigation of 309 parents currently having preschools in three areas, 
focusing on when and why to enroll, if they can get a no-charge preschool. As a result, there is an increase of the number 
of parents who would like to raise their children by themselves until the age of one before sending them to preschools. 
In contrast, in an area with a large number of part-time employees, they are eager to enroll children as early as possible. 
A dominant reason is that maternity or paternity leave is not available or practically non-existent. It must be concluded that 
a timing of enrolling has much to do with types of employment, availability of maternity or paternity leave, the number 
of children to support, and the size of household income. Without making allowances for these factors, to make no-charge 
preschool in a sweeping way might not be likely to bring about such economic development as the government expects. 
For further studies it is necessary to have an individual interview on child-rearing and increase the number of the surveyed 
in much more cities, towns, and villages.  It is also imperative to look at methods foreign countries use to implement 
no-charge preschools so that we can figure out how to make the most of no- charge  preschools.
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